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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

（１）連結会社の経営指標等

 

回次
第９期
第２四半期
連結累計期間

第９期
第２四半期
連結会計期間

第８期

会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日

自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

営業収益 (百万円) 11,743 5,984 20,051

経常利益 (百万円) 4,615 2,250 9,444

四半期(当期)純利益 (百万円) 3,253 1,795 6,372

純資産額 (百万円) - 46,382 46,396

総資産額 (百万円) - 355,917 507,508

１株当たり純資産額 (円) - 171,786.93 163,971.39

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 12,049.53 6,651.23 23,603.30

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) - - -

自己資本比率 (％) - 13.0 8.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,281 - 11,469

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,803 - △12,033

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,214 - △2,429

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) - 13,775 12,513

従業員数 (名) - 352 366

(注)１　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第８期第２四半期連結累計（会計）期間については連結財務諸表を作成していないため、記載しておりません。
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（２）提出会社の経営指標等

 

回次
第８期

第２四半期累計期間
第８期

第２四半期会計期間

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

営業収益 (百万円) 8,899 4,465

経常利益 (百万円) 4,482 2,166

四半期(当期)純利益 (百万円) 3,347 1,940

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) - -

資本金 (百万円) - 4,723

発行済株式総数 (株) - 270,000

純資産額 (百万円) - 42,400

総資産額 (百万円) - 279,475

１株当たり純資産額 (円) - 157,039.06

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 12,399.80 7,186.51

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) - -

１株当たり配当額 (円) 4,000 4,000

自己資本比率 (％) - 15.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,192 -

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,299 -

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,349 -

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) - 19,049

従業員数 (名) - 205

(注)１　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　３　持分法を適用した場合の投資利益については、当社は持分法を適用する関連会社がないため記載しておりません。

　４　第９期第２四半期累計（会計）期間については連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、取引所金融商品市場の開設・運営を主な事業としております。ま

た、当社は金融商品取引清算機関として、金融商品債務引受業についても主な事業としています。当第２四半期連

結会計期間において、当社グループにおける事業内容の変更は以下のとおりです。

当社グループは、デリバティブ市場全体の競争力の強化を図る観点から、当社が開設する取引所金融商品市場

（以下、「大証市場」といいます。）において国内証券取引所で初となる取引所外国為替証拠金取引市場「大証Ｆ

Ｘ」を創設し、本年７月21日より取引を開始しました。

 

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、以下の会社の株式を追加取得し、議決権の所有割合が76.1％より100.0％

となっております。

　　

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

(連結子会社)

株式会社ジャスダック

証券取引所 東京都中央区 1,030
金融商品市場開

設に係る事業
100.0

当社から金融商

品市場開設に係

る事業の売買関

連設備の提供を

行っている。

(注)１　上記関係会社は、特定子会社であります。

　　２　平成21年９月24日付で株式を追加取得し、完全子会社となったものであります。

　　　３　上記会社は、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。

 

　

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 352

(注) １　従業員数は就業人員であるため、他社への出向者２名は含んでおりません。

２　従業員数には、契約社員17名、受入出向者５名を含んでおります。

 

(2) 提出会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 211

(注) １　従業員数は就業人員であるため、他社への出向者３名は含んでおりません。

２　従業員数には、契約社員12名、受入出向者10名を含んでおります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業務の状況】

 

(1) 収益実績　

（単位：百万円）

区分

当第２四半期連結会計期間
自　平成21年７月 １日
至　平成21年９月30日

金額 構成比（％）

参加者料金 3,236 54.1

 当社 2,586 43.2

 

 

取引手数料 1,512 25.3

 清算手数料 622 10.4

 アクセス料 290 4.8

 基本料 155 2.6

 その他 5 0.1

 ジャスダック 649 10.9

機器・情報提供料 1,722 28.8

 当社 1,374 23.0

 

 

相場情報料 715 12.0

 ネットワーク回線料 355 5.9

 システム接続料 193 3.2

 その他 110 1.9

 ジャスダック 348 5.8

上場賦課金 913 15.3

 当社 672 11.3

 
 

上場有価証券年賦課金 233 3.9

 有価証券上場手数料 439 7.4

 ジャスダック 240 4.0

その他 111 1.8

合計 5,984 100.0

(注) 前第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表の作成を開始しましたので、前年同四半期との比較は行っておりま

せん。
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(2) 取引・清算手数料

 （単位：百万円）

区分

当第２四半期連結会計期間
自　平成21年７月 １日
至　平成21年９月30日

金額 構成比（％）

日経平均株価先物取引(注１) 1,025 40.7

日経平均株価オプション取引 949 37.7

その他デリバティブ取引(注２) 2 0.1

株式等取引(注３) 541 21.5

合計 2,518 100.0

(注１) 日経225miniを含みます。

(注２) 日経株価指数300先物取引、ＲＮプライム指数先物取引、日経株価指数300オプション取引、個別証券オプション取引及

び大証ＦＸの合計です。

(注３) 投資信託受益証券、内国投資証券、外国投資証券、カバードワラント、出資証券、不動産投資信託及び債券を含みます。

(注４) 前第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表の作成を開始しましたので、前年同四半期との比較は行っており

ません。

 

 

(3) 取引金額・売買代金

（単位：億円）

区分

前第２四半期会計期間
自　平成20年７月 １日
至　平成20年９月30日

当第２四半期連結会計期間
自　平成21年７月 １日
至　平成21年９月30日

取引金額・売買代金

取引金額・売買代金
前年同四半期比
（％）

  

 一日平均

日経平均株価先物取引・日経225mini合計 1,379,687932,59215,041 △ 32.4

 日経平均株価先物取引 1,068,475637,97510,289 △ 40.3

 日経225mini 311,212294,6164,751 △ 5.3

日経平均株価オプション取引 9,036 12,918 208 43.0

大証ＦＸ(注１) － 3,103 59 －

その他デリバティブ取引(注２) 198 19 0 △ 90.4

株式等取引（注３） 71,447 45,388 732 △ 36.5

 大証市場 62,443 36,180 583 △ 42.1

  投資信託受益証券 5,002 5,184 83 3.6

 ＪＡＳＤＡＱ市場 9,004 9,207 148 2.3

(注１) 平成21年７月21日より取引を開始いたしました。取引金額は、取引日当日の清算数値により円換算した数値を記載して

います。

(注２) 日経株価指数300先物取引、ＲＮプライム指数先物取引、日経株価指数300オプション取引及び個別証券オプション取引

の合計です。

(注３) 投資信託受益証券、内国投資証券、外国投資証券、カバードワラント、出資証券及び不動産投資信託を含みます。
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(4) 取引高・売買高

 

区分

前第２四半期会計期間
自　平成20年７月 １日
至　平成20年９月30日

当第２四半期連結会計期間
自　平成21年７月 １日
至　平成21年９月30日

取引高・売買高

取引高・売買高
前年同四半期比
（％）

  

 一日平均

日経平均株価先物取引・日経225mini合計 3,286万単位3,537万単位57万単位 7.6

 日経平均株価先物取引 841万単位 628万単位10万単位 △ 25.3

 日経225mini 2,444万単位2,908万単位46万単位 19.0

日経平均株価オプション取引 845万単位 934万単位15万単位 10.5

大証ＦＸ(注１) － 28万単位 0万単位 －

その他デリバティブ取引(注２) 7万単位 10万単位 0万単位 39.3

株式等取引（注３） 5,260百万株5,783百万株93百万株 9.9

 大証市場 2,254百万株3,602百万株58百万株 59.8

  投資信託受益証券 54百万口 78百万口 1百万口 43.9

 ＪＡＳＤＡＱ市場 3,006百万株2,181百万株35百万株 △ 27.4

(注１) 平成21年７月21日より取引を開始いたしました。

(注２) 日経株価指数300先物取引、ＲＮプライム指数先物取引、日経株価指数300オプション取引及び個別証券オプション取引

の合計です。

(注３) 投資信託受益証券、内国投資証券、外国投資証券、カバードワラント、出資証券及び不動産投資信託を含みます。

 

 

(5) 取引参加者数

　(単位：社）

区分

前第２四半期会計期間末
平成20年９月30日時点

当第２四半期連結会計期間末
平成21年９月30日時点

参加者数 参加者数 前年同四半期比（％）

大
証
市
場

現物・先物取引等・FX取引参加者 － 4 －

現物・先物取引等取引参加者 79 72 －

先物取引等・FX取引参加者 － 1 －

現物取引参加者 4 3 －

先物取引等取引参加者 14 12 －

IPO取引参加者 2 2 －

FX取引参加者 － 3 －

合計 99 97 △2.0

ＪＡＳＤＡＱ市場 111 98 △ 11.7

(注１) 大証市場、ＪＡＳＤＡＱ市場の両方で参加者となっている金融商品取引業者が存在しますが、それぞれの市場に含めて

掲載しております。

(注２) ＦＸ取引資格が平成21年7月より加わり、参加者の中に区分移動が発生しておりますので、区分別の前年同四半期比

（％）は記載しておりません。
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(6) ユーザー数等

 

区分

前第２四半期会計期間末
平成20年９月30日時点

当第２四半期連結会計期間末
平成21年９月30日時点

　 　
前年同四半期比
（％）

大
証
市
場

相場情報料関係（注１)

ユーザー数 129社 127社 △ 1.6

法人用端末台数 129,561台 118,852台 △ 8.3

個人用端末台数 2,714,134台2,816,690台 3.8

ネットワーク回線料・
システム接続料関係
（注２）

ネットワーク
回線数

698回線 720回線 3.2

端末台数 3,788台 4,217台 11.3

Ｊ
Ａ
Ｓ
Ｄ
Ａ
Ｑ
市
場

相場情報料関係（注１)

ユーザー数 116社 107社 △ 7.8

法人用端末台数 102,254台 100,072台 △ 2.1

個人用端末台数 2,583,032台2,662,919台 3.1

(注１) 法人用端末台数及び個人用端末台数については，平成20年６月30日時点及び平成21年６月30日時点の数値を掲載して

おります。

(注２) ネットワーク回線数及び端末台数については，平成20年８月31日時点及び平成21年８月31日時点の数値を掲載してお

ります。

 

 

(7) 上場銘柄数 

 

区分

前第２四半期会計期間末
平成20年９月30日時点

当第２四半期連結会計期間末
平成21年９月30日時点

上場銘柄数 上場銘柄数 前年同四半期比（％）

株式(注１) 1,973社 1,856社 △ 5.9

 大証市場 1,040社 967社 △ 7.0

 ＪＡＳＤＡＱ市場 934社 889社 △ 4.8

投資信託受益証券 11種 13種 18.2

カバードワラント 48種 54種 12.5

(注１) 大証市場、JASDAQ市場に重複上場する銘柄は、双方の市場で社数に含めて表示しています。

(注２) 上記以外に内国投資証券、外国投資証券、出資証券、不動産投資信託及び債券があります。
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(8) 新規上場銘柄数等

 

区分

前第２四半期会計期間
自　平成20年 ７月１日
至　平成20年９月30日

当第２四半期連結会計期間
自　平成21年 ７月１日
至　平成21年９月30日

　 　 前年同四半期比（％）

新
規
上
場

株式 6社 2社 △ 66.7

 大証市場 3社 0社 －

 ＪＡＳＤＡＱ市場 3社 2社 △ 33.3

投資信託受益証券 5種 1種 △ 80.0

(注１) カバードワラント 48種 18種 △ 62.5

増資(注２) 16件 37件 131.3

　 大証市場 6件 25件 316.7

　 ＪＡＳＤＡＱ市場 10件 12件 20.0

(注１) 持株会社化等にともなう新規上場を含みません。

(注２) 公募増資、第三者割当増資又は株主割当増資を実施した件数を掲載しています。ただし、新規上場に伴う公募増資は含

みません。

 

(9) 販売費及び一般管理費

（単位：百万円）

区分

当第２四半期連結会計期間
自　平成21年 ７月１日
至　平成21年９月30日

金額 構成比（％）

減価償却費 1,240 30.3

運営費 1,164 28.5

施設費 741 18.1

人件費 946 23.1

合計 4,093 100.0

(注) 前第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表の作成を開始しましたので、前年同四半期との比較は行っておりま

せん。

 

 

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業等のリスクに重要な変更及び新たに生じたリスクは

ありません。

 

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、締結された経営上の重要な契約等は、次のとおりです。

契約
会社名

相手方の名称 契約内容 契約期間 備考

提出会社 OMX TECHNOLOGY ABClick　XT（各種デリバティ

ブ商品に係るソフトウェ

ア）ライセンス契約

平成21年９月18日から約

６年間

(注)

提出会社 ㈱エヌ・ティ・ティ・

データ

次期デリバティブ売買シス

テムの開発契約

平成21年９月15日から平

成22年10月15日

(注)

※現在の開発状況を前提とした期間であり、今後の開発の進捗状況により、変動する可能性があります。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において、当社グループが判断したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因についての分析は次のとおりです。

（注）前第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表の作成を開始しましたので、業績数値に関する前年同四半期との比較は

行っておりません。

 

① 営業収益関係

ａ 参加者料金関係

当第２四半期連結会計期間の当社グループが開設する取引所金融商品市場（以下、「当社グループ市

場」といいます。）における売買・取引の状況は、デリバティブ市場では、日経平均株価が前年同四半期

に比べ下落した影響等により、当社グループの主力商品である日経平均株価先物取引及び日経225miniの

合計取引金額が前年同四半期を32.4％下回りました。一方、日経平均株価オプション取引の取引金額につ

いては、カウンターパーティーリスクを意識した店頭取引から取引所取引へのシフトと思われる動きも

あり、前年同四半期を43.0％上回りました。

現物市場では、大証市場において売買高が前年同四半期を59.8％上回ったものの、売買代金については

株価の低迷により、前年同四半期を42.1％下回りました。また、当社の連結子会社である株式会社ジャス

ダック証券取引所（以下、「ジャスダック」といいます。）が開設する取引所金融商品市場（以下、「Ｊ

ＡＳＤＡＱ市場」といいます。）においては、株式の売買高が前年同四半期を27.4％下回ったものの、売

買代金は前年同四半期を2.3％上回りました。

このような状況を受け、当社グループの参加者料金は3,236百万円となりました。その内訳は、当社分が

2,586百万円、ジャスダック分が649百万円でありました。

ｂ 機器・情報提供料関係

当第２四半期連結会計期間の当社グループ市場における注文・約定のリアルタイム情報や終値情報、

コロケーションサービスの利用等による機器・情報提供料は、1,722百万円となりました。うち、当社分は

1,374百万円、ジャスダック分は348百万円でありました。

ｃ 上場賦課金関係

当第２四半期連結会計期間末の株式の上場会社数は、大証市場が前年同四半期比7.0％減の967社、ＪＡ

ＳＤＡＱ市場が前年同四半期比4.8％減の889社となりました。また、公募増資等の実施件数が、大証市場

で前年同四半期比316.7％増の25件、ＪＡＳＤＡＱ市場で前年同四半期比20.0％増の12件でありました。

この結果、当社グループの上場賦課金は913百万円となり、その内訳は、当社分が672百万円、ジャスダッ

ク分が240百万円となりました。

 

② 販売費及び一般管理費関係

当第２四半期連結会計期間の販売費及び一般管理費は、減価償却費1,240百万円、運営費1,164百万円等に

より、4,093百万円となりました。

 

③ 営業外収益関係

当第２四半期連結会計期間の営業外収益は、受取利息284百万円等により、369百万円となりました。
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④ 特別損益関係

当第２四半期連結会計期間において、ジャスダック株式（23.9%分）の追加取得を行ったことに伴い、負

ののれん発生益567百万円等の特別利益602百万円が発生しました。また、特定の上場商品に係るソフトウェ

アの減損損失371百万円等の特別損失375百万円が発生しました。

 

⑤ 設備投資関係

当第２四半期連結会計期間において、大証市場とＪＡＳＤＡＱ市場とのシステム統合等を実施いたしま

した。このような状況を受け、当社グループの当第２四半期連結会計期間における設備投資等に係る既支払

額は、有形固定資産25百万円、無形固定資産810百万円となりました。

 

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の流動資産は取引証拠金特定資産が181,216百万円減少、清算預託金特定資

産の30,557百万円の増加等により、前連結会計年度末に比して145,565百万円減少し337,954百万円となり

ました。固定資産は、投資有価証券が3,879百万円の減少等により6,024百万円減少し、17,962百万円となり

ました。その結果、総資産は前連結会計年度末に比して151,590百万円減少の355,917百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間末の流動負債についても、取引証拠金が181,216百万円減少、清算預託金

30,557百万円の増加等により、前連結会計年度末に比して151,409百万円減少し305,198百万円となりまし

た。この結果、総負債は前連結会計年度末に比して151,576百万円減少し309,535百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間末の純資産は46,382百万円となり前連結会計年度末に比して14百万円減少い

たしました。これは、剰余金の配当1,215百万円があったこと、少数株主持分2,124百万円が減少したこと、当

第２四半期純利益3,253百万円を計上したこと等によるものです。

当第２四半期連結会計期間末の四半期連結貸借対照表の資産（負債）に含まれている取引証拠金特定資

産（取引証拠金）245,768百万円、清算預託金特定資産（清算預託金）50,615百万円、信認金特定資産（信

認金）561百万円は、清算参加者の債務不履行により被るリスクを担保するため、各清算参加者から預託を

受けているものであります。これらは当社の規則上他の資産と区分して管理しているため、四半期連結貸借

対照表上、その目的ごとに区分しています。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結会計期間における税金等調整前四半期純利益が2,477百万円、減価償却費1,240百万円

となったこと等により、営業活動によるキャッシュ・フローは、3,498百万円の収入となりました。その結

果、当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、5,281百万円となりました。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結会計期間における定期預金の払戻による収入4,500百万円、有価証券（国債）の償還に

よる収入500百万円となる一方で、定期預金の預入による支出5,000百万円、システムを中心とした設備投資

にかかる有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出835百万円、少数株主からの連結子会社株式の取

得による支出が1,673百万円となり、投資活動によるキャッシュ・フローは、2,501百万円の支出となりまし

た。その結果、当第２四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フロー2,803百万円となりました。

なお、投資にかかる資金は、すべて自己資金によるものです。
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③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結会計期間における配当金の支払い111百万円により、財務活動によるキャッシュ・フ

ローは112百万円の支出となりました。その結果、当第２四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ

・フローは1,214百万円の支出となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物の当四半連結会計期間末残高は、前連結会計年度末と比べ1,262百万円

増加して、13,775百万円となりました。

なお、四半期連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物と四半期連結貸借対照表にお

ける現金及び預金との関係は、以下のとおりです。

現金及び預金勘定 31,275百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △17,500百万円

現金及び現金同等物 13,775百万円

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因

当第２四半期連結会計期間における我が国株式市場は、日経平均株価が期首の9,900円台から期末には

10,100円台と、前年同期間（期首13,400円台、期末11,200円台）に比べ下落し、9,000円～10,600円台のレン

ジで推移しました。株価の下落は、当社グループの収益の過半を占める参加者料金に大きな影響を与える売

買代金の減少要因となります。加えて、内外に多くのリスク要因が存在することを踏まえると、予想した収益

が予定通り得られるか否かについては相当程度の不透明感があると思われます。

 

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努

めています。具体的には、当社グループ市場の安定的な運営を確保するべく継続的にシステムの能力増強・

機能拡張に取り組むとともに、制度・商品面での利便性向上や個人投資者へのＰＲ等によるデリバティブ市

場の競争力強化、新興市場の信頼性・競争力の向上等を目指し、諸施策を推進していく所存です。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

第１四半期連結会計期間末に計画中であった金融商品市場開設に係る事業の売買・清算関連設備は、当第２

四半期連結会計期間（平成21年９月）に検収及び支払が完了しました。

また、当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下のとおり

です。

会社名
 

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の
内容

投資予定額(百万円)

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

提出会社 ―
金融商品市場開
設に係る事業

次 期 デ リ バ
ティブ売買シ
ステム

4,525 145自己資金 平成21年９月
平成22年度
第４四半期

―

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 930,000

計 930,000

 

② 【発行済株式】
 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 270,000 270,000

大阪証券取引所
（ニッポン・ニュー
・マーケット－「ヘ
ラクレス」）

(注)

計 270,000 270,000 ― ―

(注)　１　発行済株式は、全て株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。

２　当社は単元株制度を採用しておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 (4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年９月30日 ― 270,000 ― 4,723 ― 4,825
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(5) 【大株主の状況】
平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＴＨＥ　ＣＨＡＳＥ　ＭＡＮＨＡＴＴＡＮ　
ＢＡＮＫ，　Ｎ．Ａ．　ＬＯＮＤＯＮ　ＳＥ
ＣＳ　ＬＥＮＤＩＮＧ　ＯＭＮＩＢＵＳ　Ａ
ＣＣＯＵＮＴ
（常任代理人　株式会社みずほコーポレー
ト銀行決済営業部）

ＷＯＯＬＧＡＴＥ　ＨＯＵＳＥ，ＣＯＬＥＭＡＮ 　
ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯＮＤＯＮ　ＥＣ２Ｐ　２ＨＤ，　Ｅ
ＮＧＬＡＮＤ
（東京都中央区月島４丁目１６－１３）

18,118 6.71

ＮＯＲＴＨＥＲＮ　ＴＲＵＳＴ　ＧＬＯＢ
ＡＬ　ＳＥＲＶＩＣＥＳ　ＬＴＤ　ＲＥ　Ｎ
ＯＲＷＥＧＩＡＮ　ＣＬＩＥＮＴＳ　ＡＣ
ＣＯＵＮＴ
(常任代理人　香港上海銀行　東京支店)

５０　ＢＡＮＫ　ＳＴＲＥＥＴ，ＣＡＮＡＲＹ　ＷＨ
ＡＲＦ，ＬＯＮＤＯＮ，Ｅ１４　５ＮＴ
（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

14,137
 

5.24
 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１１ ※9,619 3.56

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 ※7,731 2.86

ＴＨＥ　ＣＨＡＳＥ　ＭＡＮＨＡＴＴＡＮ　
ＢＡＮＫ　３８５０３６
（常任代理人　株式会社みずほコーポレー
ト銀行決済営業部）

３６０　Ｎ．ＣＲＥＳＣＥＮＴ　ＤＲＩＶＥ　ＢＥＶ
ＥＲＬＹ　ＨＩＬＬＳ，　ＣＡ　９０２１０　Ｕ．Ｓ．
Ａ．
（東京都中央区月島４丁目１６－１３）

7,546 2.79

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　ＹＯＲ
Ｋ，　ＮＯＮ－ＴＲＥＡＴＹ　ＪＡＳＤＥ
Ｃ　ＡＣＣＯＵＮＴ
（常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀
行）

ＧＬＯＢＡＬ　ＣＵＳＴＯＤＹ，３２ＮＤ　ＦＬＯＯ
Ｒ　ＯＮＥ　ＷＡＬＬ　ＳＴＲＥＥＴ，ＮＥＷ　ＹＯＲ
Ｋ　ＮＹ　１０２８６，Ｕ．Ｓ．Ａ．
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１　決済事業
部）

6,950 2.57

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＡＮ
Ｄ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ
（常任代理人　株式会社みずほコーポレー
ト銀行決済営業部）

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ　３５１　ＢＯＳＴＯＮ　ＭＡＳＳＡ
ＣＨＵＳＥＴＴＳ　０２１０１　Ｕ．Ｓ．Ａ．
（東京都中央区月島４丁目１６－１３）

5,800 2.15

ＴＨＥ　ＧＯＶＥＲＮＯＲ　Ｎ　ＣＯＭＰＡ
ＮＹ　ＯＦ　ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＩＲＥ
ＬＡＮＤ　Ａ／Ｃ　ＣＬＩＥＮＴＳ
（常任代理人　スタンダードチャータード
銀行）

ＮＥＷ　ＣＥＮＴＵＲＹ　ＨＯＵＳＥ　ＩＮＴＥＲＮ
ＡＴＩＯＮＡＬ　ＦＩＮＡＮＣＩＡＬ　ＳＥＲＶＩＣ
ＥＳ　ＣＥＮＴＥＲ　ＭＡＹＯＲ　ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯ
ＷＥＲ　ＤＵＢＬＩＮ　１，ＩＲＥＬＡＮＤ
（東京都千代田区永田町２丁目１１－１　山王パー
クタワー２１階）

4,855 1.80

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４－１ 4,800 1.78

ＪＰＭＣ　ＯＰＰＥＮＨＥＩＭＥＲ　ＪＡ
ＳＤＥＣ　ＬＥＮＤＩＮＧ　ＡＣＣＯＵＮ
Ｔ
（常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀
行）

６８０３　Ｓ．ＴＵＣＳＯＮ　ＷＡＹ　ＣＥＮＴＥＮ
ＮＩＡＬ，ＣＯ　８０１１２，　Ｕ．Ｓ．Ａ．
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１　決済事業
部）

4,500 1.67

計 ― 84,056 31.13

(注) １　上記所有株式数のうち、※印は全て信託業務に係る株式数であります。

２　次の法人より「大量保有報告書」等の提出があり、下記の報告義務発生日現在で当社株式を所有している旨の報告を

受けましたが、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数を確認できませんので、上記「大株主」の

状況には含めておりません。

　　なお、「大量保有報告書」等が複数回提出されている場合は、持株数に係る最新の報告書の概要を記載しております。

氏名又は名称 住所 提出日
報告義務
発生日

所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

フィデリティ投信
株式会社

東京都港区虎ノ門４丁目３番１号　
城山トラストタワー 平成21年６月１日平成21年５月27日 30,127 11.16

キネティクス・ア
セット・マネジメ
ント・インク

アメリカ合衆国ニューヨーク州
10523、エルムスフォード、タクス
ター・ロード555、175号

平成21年６月26日平成21年２月３日 13,575 5.03
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 (6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 270,000270,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 270,000 ― ―

総株主の議決権 ― 270,000 ―

　

 

② 【自己株式等】

　　　該当事項はありません。

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成21年
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

最高(円) 365,000450,000466,000462,000447,000457,000

最低(円) 299,600308,000399,000374,000402,000408,000

(注)　株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。

 

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

（1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）については、「財務諸表の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日内閣府令第５号）附則第７条第１項第１号た

だし書き及び第４号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

（2）当社は、前第３四半期累計期間（平成20年４月1日から平成20年12月31日まで）より四半期連結財務諸表を

作成しているため、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結損益計算書及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四

半期連結損益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書は記載しておりません。　

そのため、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期損益計算書

及び前第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期損益計算書、四半期

キャッシュ・フロー計算書を併記しております。

（3）なお、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期損益計算書及び

前第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期損益計算書、四半期

キャッシュ・フロー計算書は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監

査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 31,275 27,543

営業未収入金 1,866 1,843

有価証券 7,524 6,018

前払費用 176 144

取引証拠金特定資産 ※２
 245,768

※２
 426,985

清算預託金特定資産 ※２
 50,615

※２
 20,058

繰延税金資産 263 263

その他 473 673

貸倒引当金 △8 △10

流動資産合計 337,954 483,520

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,467 1,547

構築物（純額） 2 3

情報システム機器（純額） 1,203 1,381

工具、器具及び備品（純額） 187 227

土地 99 100

建設仮勘定 12 232

有形固定資産合計 ※１
 2,973

※１
 3,493

無形固定資産

ソフトウエア 6,897 7,093

ソフトウエア仮勘定 250 1,046

その他 40 41

無形固定資産合計 7,188 8,180

投資その他の資産

投資有価証券 4,961 8,840

従業員に対する長期貸付金 28 29

長期前払費用 47 80

差入保証金 391 412

信認金特定資産 ※２
 561

※２
 548

繰延税金資産 1,772 1,826

その他 101 649

貸倒引当金 △63 △74

投資その他の資産合計 7,801 12,313

固定資産合計 17,962 23,987

資産合計 355,917 507,508
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

未払金 1,412 442

未払費用 1,022 855

未払法人税等 1,451 1,593

未払消費税等 131 124

預り金 3,909 3,935

取引証拠金 245,768 426,985

清算預託金 50,615 20,058

賞与引当金 234 196

役員賞与引当金 20 38

システム変更損失引当金 36 1,432

リース資産減損勘定 － 874

繰延税金負債 8 4

その他 586 64

流動負債合計 305,198 456,607

固定負債

長期借入金 1 1

長期預り金 493 507

信認金 561 548

退職給付引当金 2,381 2,353

繰延税金負債 12 22

負ののれん 700 855

その他 185 213

固定負債合計 4,336 4,503

負債合計 309,535 461,111

純資産の部

株主資本

資本金 4,723 4,723

資本剰余金 4,825 4,825

利益剰余金 36,767 34,729

株主資本合計 46,316 44,278

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 65 △5

評価・換算差額等合計 65 △5

少数株主持分 － 2,124

純資産合計 46,382 46,396

負債純資産合計 355,917 507,508
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(2)【四半期連結損益計算書】
【当第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業収益

参加者料金 6,583

上場賦課金 1,517

機器・情報提供料 3,428

その他 214

営業収益合計 11,743

販売費及び一般管理費 ※１
 7,922

営業利益 3,821

営業外収益

受取利息 562

受取配当金 42

負ののれん償却額 155

その他 49

営業外収益合計 810

営業外費用

支払利息 6

その他 11

営業外費用合計 17

経常利益 4,615

特別利益

貸倒引当金戻入額 4

取引参加者過怠金 8

負ののれん発生益 567

システム変更損失引当金戻入額 34

その他 0

特別利益合計 615

特別損失

固定資産除却損 24

減損損失 ※３
 371

その他 5

特別損失合計 400

税金等調整前四半期純利益 4,829

法人税等 ※２
 1,458

少数株主損益調整前四半期純利益 3,370

少数株主利益 117

四半期純利益 3,253
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【前第２四半期累計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業収益

参加者料金 5,608

上場賦課金 589

機器・情報提供料 2,523

その他 177

営業収益合計 8,899

販売費及び一般管理費 ※１
 5,151

営業利益 3,747

営業外収益

受取利息 685

受取配当金 43

その他 17

営業外収益合計 746

営業外費用

支払利息 6

その他 4

営業外費用合計 10

経常利益 4,482

特別利益

貸倒引当金戻入額 61

取引参加者過怠金 5

特別利益合計 66

特別損失

その他 0

特別損失合計 0

税引前四半期純利益 4,548

法人税等 ※２
 1,201

四半期純利益 3,347
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【当第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

営業収益

参加者料金 3,236

上場賦課金 913

機器・情報提供料 1,722

その他 111

営業収益合計 5,984

販売費及び一般管理費 ※１
 4,093

営業利益 1,891

営業外収益

受取利息 284

負ののれん償却額 77

その他 7

営業外収益合計 369

営業外費用

支払利息 3

その他 6

営業外費用合計 9

経常利益 2,250

特別利益

負ののれん発生益 567

システム変更損失引当金戻入額 34

その他 0

特別利益合計 602

特別損失

固定資産除却損 2

減損損失 ※３
 371

その他 2

特別損失合計 375

税金等調整前四半期純利益 2,477

法人税等 ※２
 612

少数株主損益調整前四半期純利益 1,864

少数株主利益 68

四半期純利益 1,795
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【前第２四半期会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

営業収益

参加者料金 2,793

上場賦課金 316

機器・情報提供料 1,272

その他 82

営業収益合計 4,465

販売費及び一般管理費 ※１
 2,608

営業利益 1,856

営業外収益

受取利息 314

その他 3

営業外収益合計 317

営業外費用

支払利息 3

その他 3

営業外費用合計 6

経常利益 2,166

特別利益

貸倒引当金戻入額 4

取引参加者過怠金 5

特別利益合計 9

特別損失

その他 0

特別損失合計 0

税引前四半期純利益 2,176

法人税等 ※２
 236

四半期純利益 1,940
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
【当第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,829

減価償却費 2,385

減損損失 371

負ののれん償却額 △155

負ののれん発生益 △567

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12

退職給付引当金の増減額（△は減少） 27

賞与引当金の増減額（△は減少） 38

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △18

システム変更損失引当金の増減額（△は減少） △1,395

固定資産除却損 24

受取利息及び受取配当金 △605

支払利息 6

営業債権の増減額（△は増加） △22

未払費用の増減額（△は減少） 166

リース資産減損勘定の増減額（△は減少） △874

未払消費税等の増減額（△は減少） 7

その他 1,885

小計 6,090

利息及び配当金の受取額 696

利息の支払額 △10

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,495

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,281

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △9,000

定期預金の払戻による収入 7,030

有価証券の償還による収入 2,500

有形固定資産の取得による支出 △46

無形固定資産の取得による支出 △1,646

少数株主からの連結子会社株式の取得による支
出

△1,673

貸付金の回収による収入 2

その他 29

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,803

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,214

長期借入金の返済による支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,214

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,262

現金及び現金同等物の期首残高 12,513

現金及び現金同等物の四半期末残高 13,775
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【前第２四半期累計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 4,548

減価償却費 1,848

貸倒引当金の増減額（△は減少） △559

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4

賞与引当金の増減額（△は減少） △14

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △20

受取利息及び受取配当金 △728

支払利息 6

営業債権の増減額（△は増加） 85

未払費用の増減額（△は減少） △154

未払消費税等の増減額（△は減少） △137

預り金の増減額（△は減少） 4,136

その他 449

小計 9,464

利息及び配当金の受取額 716

利息の支払額 △10

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △2,978

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,192

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △6,500

定期預金の払戻による収入 4,099

有価証券の取得による支出 △3,497

有価証券の償還による収入 5,500

有形固定資産の取得による支出 △360

無形固定資産の取得による支出 △1,521

貸付金の回収による収入 2

その他 △21

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,299

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,349

長期借入金の返済による支出 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,349

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,542

現金及び現金同等物の期首残高 15,506

現金及び現金同等物の四半期末残高 19,049
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

企業結合に関する会計基準等の適用

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業

会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年12

月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）が平成21

年４月１日以後開始する連結会計年度において最初に実施される企業結合及び事業分離等から適用すること

ができることになったことに伴い、当第２四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用しております。

 

 

【簡便な会計処理】

　当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

１　税金費用の計算

当連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金

等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 5,024百万円

 

※２　取引証拠金特定資産等

　　　当社では、約定時から決済時までにおける清算参加者

の債務不履行により被るリスクを担保するため、各

清算参加者から取引証拠金等の預託を受けておりま

す。これらについて、当社の規則上他の資産と区分し

て管理されているため、四半期連結貸借対照表上、そ

の目的ごとに区分して表示しております。

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額 4,585百万円

 

※２　取引証拠金特定資産等

当社では、約定時から決済時までにおける清算参

加者の債務不履行により被るリスクを担保するた

め、各清算参加者から取引証拠金等の預託を受けて

おります。これらについて、当社の規則上他の資産と

区分して管理されているため、連結貸借対照表上、そ

の目的ごとに区分して表示しております。

 

　３　担保受入金融資産の時価評価額

　　　四半期連結貸借対照表に計上していない代用有価証

券の時価評価額は以下のとおりであります。

取引証拠金代用有価証券 483,813百万円

信認金代用有価証券 539百万円

清算預託金代用有価証券 43,056百万円

　　　上記代用有価証券は、有価証券の売買等の契約不履行

の発生時等において処分権を有するものでありま

す。

 

　３　担保受入金融資産の時価評価額

連結貸借対照表に計上していない代用有価証券の

時価評価額は以下のとおりであります。

取引証拠金代用有価証券 639,109百万円

信認金代用有価証券 414百万円

清算預託金代用有価証券 30,366百万円

　　　上記代用有価証券は、有価証券の売買等の契約不履行

の発生時等において処分権を有するものでありま

す。

　

　４　偶発債務

　　　株式会社日本証券クリアリング機構(以下、「クリア

リング機構」という。)他５社と締結した「損失補償

契約書」に基づき、現物取引の清算業務に関し、クリ

アリング機構の清算参加者による損失補償対象債務

の不履行、または不履行の恐れが生じたことに起因

して、クリアリング機構に生じた損失に対して、他の

損失補償人と連帯して、平成14年９月30日現在にお

けるそれぞれの違約損失準備金相当額を限度とし

て、上記不履行の発生した時点またはクリアリング

機構が債務不履行の恐れがあると認定を行った時点

におけるクリアリング機構への出資比率に応じて、

当該損失を補償することとなっております。

　　　なお、当社グループの損失補償限度額は、3,569百万円

であります。

４　偶発債務

同左
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※　１　販売費及び一般管理費

　　　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。なお、全額が一般管理費に属する費

用であります。

減価償却費 2,385百万円

給与手当及び賞与 1,080百万円

機器・情報提供費 588百万円

業務委託費 1,027百万円

修繕費 788百万円

賞与引当金繰入額 234百万円

役員賞与引当金繰入額

退職給付費用

20百万円

92百万円

※　２　税効果会計の適用に当たり「簡便法」を採用しておりますので、法人税等調整額を含めた金額で一括掲記し

ております。

※　３　減損損失

当社グループは、当第２四半期連結累計期間において、減損損失を計上しております。

種類 場所 用途 減損損失

ソフトウエア 大阪府吹田市
上場商品に係る

ソフトウエア
371百万円

当社グループは、金融商品市場開設に係る事業を単一事業としております。事業用資産は全体で一つの資産グ

ループとしておりますが、遊休状態にある資産については、個別に独立した単位としてグルーピングを行ってお

ります。

なお、特定の上場商品に係るソフトウエアの稼働率は、対象商品の売買高の低迷により著しく低下した状態が

継続しており、回復する見込みがない遊休状態となっております。そのため帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。当該資産の回収可能価額は、正味売却価額によ

り算定しており、他への転用や売却が困難であるため、備忘価額で評価しております。
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第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

※　１　販売費及び一般管理費

　　　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。なお、全額が一般管理費に属する費

用であります。

減価償却費 1,240百万円

給与手当及び賞与 528百万円

機器・情報提供費 301百万円

業務委託費 537百万円

修繕費 391百万円

賞与引当金繰入額 180百万円

役員賞与引当金繰入額

退職給付費用

10百万円

48百万円

※　２　税効果会計の適用に当たり「簡便法」を採用しておりますので、法人税等調整額を含めた金額で一括掲記し

ております。

※　３　減損損失

当社グループは、当第２四半期連結会計期間において、減損損失を計上しております。

種類 場所 用途 減損損失

ソフトウエア 大阪府吹田市
上場商品に係る

ソフトウエア
371百万円

当社グループは、金融商品市場開設に係る事業を単一事業としております。事業用資産は全体で一つの資産

グループとしておりますが、遊休状態にある資産については、個別に独立した単位としてグルーピングを行っ

ております。

なお、特定の上場商品に係るソフトウエアの稼働率は、対象商品の売買高の低迷により著しく低下した状態

が継続しており、回復する見込みがない遊休状態となっております。そのため帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。当該資産の回収可能価額は、正味売却価額に

より算定しており、他への転用や売却が困難であるため、備忘価額で評価しております。

 

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

１　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金勘定 31,275百万円

預金期間が３ヶ月を超える
定期預金

△17,500百万円

現金及び現金同等物 13,775百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平

成21年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期連結
会計期間末

普通株式(株) 270,000

 

 

２　自己株式に関する事項

　　　該当事項はありません。

 

 

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

 

 

４　配当に関する事項

　　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月19日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,215 4,500平成21年３月31日平成21年６月22日

 

　　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年10月27日
取締役会

普通株式 利益剰余金 945 3,500平成21年９月30日平成21年12月１日

 

 

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。
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(リース取引関係)

 

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものについては、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた処理を行っており、かつ、当第２四半期連結会計期間末におけるリース取引残

高が、企業再編等により前連結会計年度末に比べて著しい変動（減少）が認められます。

　

　主にリース契約の解約に伴い減少したリース取引に係る未経過リース料前連結会計年度末残高相当額は以下のと

おりであります。

　　　　

１年以内 1,204百万円

１年超 708百万円

合　　計 1,932百万円

 

　　　　

 

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動は

ありません。

 

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

 

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

　　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

（共通支配下の取引等）

１　結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含

む取引の概要

結合当事企業の名称 株式会社ジャスダック証券取引所

結合当事企業の事業の内容 有価証券の売買又は市場デリバティブ取引を行うための市場施設の提

供、相場の公表及び有価証券の売買又は市場デリバティブ取引の公正の確

保その他の取引所金融商品市場の開設に係る業務等

企業結合日 平成21年９月24日

企業結合の法的形式 株式取得（少数株主からの株式取得）

結合後企業の名称 株式会社ジャスダック証券取引所

取引の目的を含む取引の概

要

当社が被取得企業を完全子会社化した上で将来的に当社と被取得企業の

開設・運営している新興市場をグループ化することで、国内新興市場にお

けるリーディング・マーケットを形成し、強い競争力を背景とした市場の

質の向上に努めることが、当社及び被取得企業の直面する課題の有力な解

決策となるとともに、我が国資本市場の国際競争力の強化にも繋がるもの

と考えています。

 

２　実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業結合会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、共通支配

下の取引として処理しております。

　

　３　被取得企業の取得原価及びその内訳　　

　　取得対価

 

　　　株式会社ジャスダック証券取引所の普通株式　 1,673百万円

　　取得原価 1,673百万円

　　　なお、すべて現金で支出しております。

 

　４　負ののれん発生益の金額及び発生原因

　　(1) 負ののれん発生益の金額　　

567百万円

　　(2) 発生原因

子会社の追加取得に係る取得原価と当該追加取得に伴う少数株主持分の減少金額との差額によるもので

あります。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

単一セグメントの為、該当事項はありません。

 

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。

 

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

海外売上高は、連結営業収益の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額
 

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

171,786円93銭 163,971円39銭

(注)１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 46,382 46,396

普通株式に係る四半期末（期末）の
純資産額(百万円)

46,382 44,272

差額の主な内訳(百万円)
　少数株主持分

― 2,124

普通株式の発行済株式数　(株) 270,000 270,000

普通株式の自己株式数　(株) ― ―

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた四半期末（期末）の普通株式の

数　(株)

270,000 270,000

 

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益　　　　　　　　12,049円53銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　　　　　－円　

１株当たり四半期純利益　　　　　　　　6,651円23銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　　   　－円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 3,253 1,795

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 3,253 1,795

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 270,000 270,000

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。なお、全額が一般管理費に属

する費用であります。

減価償却費 1,848百万円

給与手当及び賞与 681百万円

機器・情報提供費 506百万円

業務委託費 440百万円

修繕費 513百万円

賞与引当金繰入額 125百万円

役員賞与引当金繰入額

退職給付費用

21百万円

7百万円

※２　税効果会計の適用に当たり「簡便法」を採用しておりますので、法人税等調整額を含めた金額で一括掲記

しております。

 

 

第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。なお、全額が一般管理費に属

する費用であります。

減価償却費 945百万円

給与手当及び賞与 312百万円

機器・情報提供費 255百万円

業務委託費 216百万円

修繕費 259百万円

賞与引当金繰入額 94百万円

役員賞与引当金繰入額

退職給付費用

7百万円

3百万円

※２　税効果会計の適用に当たり「簡便法」を採用しておりますので、法人税等調整額を含めた金額で一括掲記

しております。

 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 27,079百万円

預金期間が３ヶ月を超える
定期預金

△8,030百万円

現金及び現金同等物 19,049百万円
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(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 12,399円80銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円

１株当たり四半期純利益 　7,186円51銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　項目
前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(百万円) 3,347 1,940

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 3,347 1,940

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 270,000 270,000

 

２【その他】

(1) 配当

次のとおり平成21年10月27日開催の取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記録さ

れた株主若しくは登録質権者に対し、第９期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)中間配当を

行うことを決議いたしました。

・中間配当の総額　　　　　　　　　　　　　　　  　945百万円

・１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　　3,500円

・支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年12月１日

 

(２)訴訟等

　　 　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成20年11月６日

株式会社大阪証券取引所

取締役会　御中

 

あ ず さ 監 査 法 人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　目加田　雅　洋　　　　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士    小　堀　孝　一　　 　 　㊞

 

 

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

大阪証券取引所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第８期事業年度の第２四半期会計期間（平成20年

７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に

係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大阪証券取引所の平成20年９月30日現在の財政状態、同日を

もって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

 

以　　上

 
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成21年11月９日

株式会社大阪証券取引所

取締役会　御中

 

あ ず さ 監 査 法 人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　目加田　雅　洋　　　　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　松　井　理　晃　　　　　㊞

 

 

 

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大

阪証券取引所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年

７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大阪証券取引所及び連結子会社の平成21年９月30

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに

第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　　上

 
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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